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規 則

　北海道動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す
る。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第69号
　　　北海道動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　北海道動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（平成13年北海道規則第109号）の一部
を次のように改正する。
　第６条中「、複数」を「複数」に、「、周辺住民」を「周辺住民」に、「とする」を「又
は当該支障が周辺住民の日常生活に特に著しい支障を及ぼしているものとして特別の事情が
あると認められる事態とする」に改め、同条第２号中「汚物」の次に「の不適切な処理又は
放置」を加え、同条第４号中「又ははえ、のみその他の害虫」を「、はえ、蚊、のみその他
の生物であって人の健康又は生活環境を害するおそれのあるもの」に改める。
　別記第１号様式から別記第４号様式までの規定中「日本工業規格」を「日本産業規格」に
改める。
　別記第５号様式（表）末尾欄外備考中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改め、同様
式（裏）中
「 ３ 　知事は、動物の取扱いに起因して周辺の生活環境が損なわれている事態として規

則で定める事態が生じていると認めるときは、当該事態を生じさせている者に対し、
期限を定めて、その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告するこ
とができる。

４、５（略）
　（報告徴収及び立入調査等）
第 17条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、飼い主又は前条第３項に規
定する者に対し、動物の取扱いに関し必要な事項の報告を求め、又はその職員に、
飼養施設その他動物の取扱いに関係のある場所に立ち入り、動物の取扱いの状況及
び飼養施設その他の物件を調査させ、若しくは検査させることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を
「 ３ 　知事は、動物（法第10条第１項に規定する動物を除く。）の取扱いに起因して周

辺の生活環境が損なわれている事態として規則で定める事態が生じていると認める
ときは、当該事態を生じさせている者に対し、必要な指導又は助言をすることがで
きる。

４ 　知事は、前項の規則で定める事態が生じていると認めるときは、当該事態を生じ
させている者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必要な措置をとる
べきことを勧告することができる。

５、６（略）
　（報告徴収及び立入調査等）
第 17条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、飼い主又は前条第３項の規
則で定める事態を生じさせている者に対し、動物の取扱いに関し必要な事項の報告
を求め、又はその職員に、飼養施設その他動物の取扱いに関係のある場所に立ち入
り、動物の取扱いの状況及び飼養施設その他の物件を調査させ、若しくは検査させ
ることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」令和２年（2020年）５月29日（金曜日） 第１０９号 49北　　海　　道　　公　　報
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に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年６月１日から施行する。ただし、別記第１号様式から別記第４号様
式まで及び別記第５号様式（表）末尾欄外備考の改正規定は、公布の日から施行する。

　食品衛生法の一部改正に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第70号
　　　食品衛生法の一部改正に伴う関係規則の整理に関する規則
　（食品衛生法施行細則の一部改正）
第１条　食品衛生法施行細則（昭和24年北海道規則第５号）の一部を次のように改正する。
　 　第２条第２項中「第５条」を「第４条」に、「又は第４条に掲げる」を「に定める」に
改める。
　 　第17条の３第１項を削り、同条第２項中「食品衛生責任者を」を「食品衛生責任者（規
則別表第17第１号イの食品衛生責任者をいう。以下この条において同じ。）を」に改め、
同項を同条第１項とし、同条中第３項を第２項とする。
　　第17条の４を削る。
　 　第18条第４項中「条例別表第１の14の項第10号のふぐの処理に関する責任者（以下「ふ
ぐ処理責任者」という」を「ふぐ処理責任者（規則別表第17第１号ヘの規定によりふぐの
種類の鑑別に関する知識及び有毒部位を除去する技術等を有すると知事が認める者をい
う。以下同じ」に改める。
　　第23条の３を削る。
　 　第24条の３第１項第７号中「第17条の３第２項」を「第17条の３第１項」に改め、同項
中第12号及び第13号を削り、第14号を第12号とする。
　　第26条を次のように改める。
　第 26条　令和２年６月１日から令和３年５月31日までの間に限り、食品衛生法等の一部を

改正する法律（平成30年法律第46号）附則第９条の届出に関する事務は、保健所長に委
任する。

　　別表２の事項中「第11条第１項」を「第13条第１項」に改める。
　 　別記様式第９号の２中「第17条の３第２項」を「第17条の３第１項」に改め、同様式末
尾欄外備考中「食品衛生法施行細則第17条の３第１項各号」を「食品衛生法施行規則別表
第17第１号ロ⑴から⑶まで」に改める。
　　別記様式第13号の５及び別記様式第13号の６を削る。

５、６（略）
　（報告徴収及び立入調査等）
第 17条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、飼い主又は前条第３項の規
則で定める事態を生じさせている者に対し、動物の取扱いに関し必要な事項の報告
を求め、又はその職員に、飼養施設その他動物の取扱いに関係のある場所に立ち入
り、動物の取扱いの状況及び飼養施設その他の物件を調査させ、若しくは検査させ
ることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　 （北海道民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則の
一部改正）

第 ２条　北海道民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規
則（平成18年北海道規則第69号）の一部を次のように改正する。

　　別表第１食品衛生法施行条例（平成12年北海道条例第10号）の項を削る。
　　別表第２食品衛生法施行条例の項を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和２年６月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　食品衛生法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例（令和２年北海道条例第32号）
附則第２項の規定の適用がある場合においては、第１条の規定による改正前の食品衛生法
施行細則（以下「改正前の規則」という。）及び第２条の規定による改正前の北海道民間
事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則の規定は、なお
その効力を有する。

３ 　この規則の施行の際現に改正前の規則別記様式第９号の２の規定に基づいて作成されて
いる用紙がある場合においては、第１条の規定による改正後の食品衛生法施行細則別記様
式第９号の２の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

訓 令

北海道訓令第11号
保 健 福 祉 部
保　　健　　所

　食品衛生法施行細則取扱手続の一部を改正する訓令を次のように定める。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
　　　食品衛生法施行細則取扱手続の一部を改正する訓令
　食品衛生法施行細則取扱手続（昭和52年北海道訓令第５号）の一部を次のように改正する。
　第７条中「第４条」を「第３条」に改める。
　第９条中「第17条の３第２項」を「第17条の３第１項」に改める。
　　　附　則
　この訓令は、令和２年６月１日から施行する。

告 示
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北海道告示第371号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、訓子府土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 令和 2. 5.11 監 事 所　　　厚　志 常呂郡訓子府町字西富217番地１
同 同 同 太　田　　　睦 同　　訓子府町字弥生150番地４
退 任 同　 2. 5.10 同 鳥　山　博　司 同　　訓子府町字福野112番地３
同 同 同 所　　　厚　志 同　　訓子府町字西富217番地１

北海道告示第372号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
認可年月日 土 地 改 良 区 名
令和 2. 5.18 美 深 土 地 改 良 区
同 しろがね土地改良区
同　 2. 5.20 新篠津土地改良区
同 当 別 土 地 改 良 区
同　 2. 5.21 帯広市土地改良区

北海道告示第373号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定により、道営土地改良（西川西
地区（農業用用排水施設、区画整理））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
　その関係書類は、北海道空知総合振興局に備え置いて、令和２年６月１日から20日間、一
般の縦覧に供する。
　なお、この計画の変更については、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に北海
道知事に審査請求をすることができる。
　また、この計画の変更については、この告示の日の翌日から起算して６か月以内に、北海
道を被告として（訴訟において北海道を代表する者は、北海道知事となる。）、当該計画の
変更の取消しの訴えを提起することができる。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第374号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の３第１項の規定により、次のとおり土地改
良事業の工事の完了の届出があった。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
事 業 主 体 名 地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
留 萌 市 エラウシナイ１ 災害復旧［農業用施設］ 平成31. 1.18
小 平 町 桑 園 同 同　31. 3.20
同 住 吉 ２ 同 令和元.10.18
同 富 里 １ 同 同　元.11.13
同 富 里 ２ 同 同　元.12. 2
同 住 吉 １ 同 同　元.12. 6
同 大 椴 １ 同 令和 2. 3. 5
苫 前 町 小 川 災害復旧［農地］ 平成31. 2.28
同 東 川 同 同
同 三 渓 同 同
南るもい土地改良区 寧 楽 １ 災害復旧［農業用施設］ 同　30. 7.18
同 寧 楽 ３ 同 同
同 藤 山 １ 同 同
同 大 椴 ３ 災害復旧［農地］ 同　31. 3.11
同 寧 楽 ２ 災害復旧［農業用施設］ 同　31. 3.20
同 平 和 同 同
同 富 里 ３ 災害復旧［農地］ 同
同 大 椴 ４ 同 同
同 大 椴 ５ 同 同
同 豊 岡 同 令和元. 5.15
オロロン土地改良区 上 築 災害復旧［農業用施設］ 平成31. 3.15

北海道告示第375号
　次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和24年法律第195
号）第113条の３第３項の規定により公告する。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
地 区 名 事　　　業　　　の　　　種　　　類 完了年月日
天塩夕映 区画整理 平成30. 7.10
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小川第１ 農業用用排水施設 令和元. 7.16
古 丹 別 同 同　 2. 3.27

北海道告示第376号
　農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和26年法律第
249号）第29条の規定による通知があった。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　保安林予定森林の所在場所　 　茅部郡鹿部町字大岩110の６（国有林。次の図に示す部

分に限る。）
２　指 定 の 目 的　　土砂の崩壊の防備
３　指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び鹿部町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第377号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道渡島総合振興局函館
建設管理部に備え置いて、この告示の日から起算して２週間、一般の縦覧に供する。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　道路の種類　　道道
２　路　線　名　　元村恵山線
３　道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
函館市恵山町48番地先から

前
4.66mから

737.82m ――同市恵山町１番２地先まで 13.63mまで

後
4.66mから

737.82m ――

33.13mまで

北海道告示第378号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
１⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　毘砂別（０－28－28）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　石狩市浜益区毘砂別（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
２⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　送毛⑴（０－29－29）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
３⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　群別（０－73－439）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　石狩市浜益区群別（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
４⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　別狩（〈2〉－０－⑴）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　石狩市厚田区別狩、厚田（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　地滑り
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道空知総合振興局札幌建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第379号
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　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
　　令和２年５月29日

北海道知事　鈴　木　直　道
１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　石狩春別１（Ⅲ－０－171－171）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　石狩市八幡町シララトカリ、厚田区望来（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　石狩春別２（Ⅲ－０－172－172）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　石狩市八幡町シララトカリ、厚田区望来（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　砕石場の沢川（Ⅱ－03－0630）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　石狩市浜益区毘砂別（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
４⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　桜町沢川（Ⅰ－21－0320）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　亀田郡七飯町字桜町（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流

　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道関係総合振興局建設管理部に備え置いて縦覧に
供する。）

道 病 院 事 業 管 理 規 程

　北海道病院事業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和２年５月29日

北海道病院事業管理者　鈴　木　信　寛
北海道病院事業管理規程第７号
　　　北海道病院事業職員給与規程の一部を改正する規程
　北海道病院事業職員給与規程（平成29年北海道病院事業管理規程第15号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第４条（見出しを含む。）中「昇級」を「昇給」に改める。
　第５条中「昇給等の基準の適用については、」を「昇給等の基準は、道職員給与条例の適
用を受ける者であって」に、「第２条第10号中「人事委員会が別に定める」とあるのは「管
理者が別に定める」とする。」を「第２条第10号に規定する大学卒程度であるものの例によ
る。」に改める。
　　　附　則
　この規程は、令和２年６月１日から施行する。ただし、第５条の規定は、令和２年４月１
日から適用する。

　北海道病院事業職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を改正する規程を次のように
定める。
　　令和２年５月29日

北海道病院事業管理者　鈴　木　信　寛
北海道病院事業管理規程第８号
　　　北海道病院事業職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を改正する規程
　北海道病院事業職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成29年北海道病院事業管理規程
第10号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項中「職員の勤務時間等については」の次に「、次条に定めるもののほか」を
加える。
　第２条の次に次の１条を加える。
　（特別休暇）
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第 ３条　特別休暇は、北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成10年北海道人事委
員会規則13－42）第11条の適用を受ける者の例による。この場合において、同条第19号中
「７月から９月まで」とあるのは、「６月から10月まで」とする。
　　　附　則
　この規程は、令和２年６月１日から施行する。

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁オホーツク教育局告示第30号
　次のとおり随意契約の相手方を決定した。
　　令和２年５月29日

北海道教育庁オホーツク教育局長　伊　賀　治　康
１　随意契約に係る物品等の名称及び数量
　 　学習用システムパーソナルコンピュータの賃貸借　一式（１月当たりの単価）　168台
分
２　随意契約の相手方を決定した日
　　令和２年３月24日
３　随意契約の相手方の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　東京センチュリー株式会社
　⑵　住　所　　東京都千代田区神田練塀町３番地
４　随意契約に係る契約金額
　　60,346円
５　契約の相手方を決定した手続
　　随意契約
６　随意契約によった理由
　 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の２第１項第２号及び地方公共団体
の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第11条第
１項第１号の規定による。
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁オホーツク教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　網走市北７条西３丁目

北海道教育庁十勝教育局告示第29号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和２年５月29日

北海道教育庁十勝教育局長　村　上　由　佳
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　落札に係る物品等の名称
　　　複写機等の賃貸借　一式（１月１台当たりの単価及び１枚当たりの単価）
　⑵　調達台数及び調達予定数量
　　　14台及び１月当たり　140,200枚
２　落札を決定した日
　　令和２年３月19日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　株式会社曽我
　⑵　住　所　　帯広市西15条南28丁目１番地８
４　落札金額
　⑴　基本料金 ０円
　⑵　複写料金　　1.05円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和２年２月７日付け北海道教育庁十勝教育局告示第３号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁十勝教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　帯広市東３条南３丁目

道 方 面 公 安 委 員 会 告 示

北海道北見方面公安委員会告示第22号
　北海道北見方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和２年５月29日

北海道北見方面公安委員会委員長　小　山　志　郎
　　　北海道北見方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程
　北海道北見方面公安委員会公印規程（昭和54年北海道北見方面公安委員会告示第18号）の
一部を次のように改正する。
　
別表専用公印の部北海道北見方面公安委員会印の項中

「
４　駐車監視員資格者証の押印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
　「

４　駐車監視員資格者証の押印
５　滞納処分執行者証票の押印を　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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　　　附　則
　この規程は、令和２年６月１日から施行する。
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